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1．はじめに
ベーシック・インカムとは、個人の所得水準や就労（意思）の有無にかかわらず、政府によって「すべての個人」に「無条件で給付」される最低所得のことである。日本を始め多くの国で採用されている生活保護のように資力調査（ミーンズテスト）を課さず、またワークフェアとも異なり就労義務がなく稼働能力調査も課さないことが特徴である。本稿では、ベーシック・インカムの意義と課題について、世界と日本の貧困問題というやや大きな視点からコメントしたい。山森(2009)は、アイルランド政府が2002年に出版した「ベーシック・インカム白書」を引用し、ベーシック・インカムの「魅力」として以下を挙げている：
（A） 単純性が高い（取引費用が低い）
（B） 貧困の罠・失業の罠が除去される
（C） 給付からもれるという問題、恥辱感の問題がなくなる
（D） 支払い労働に従事していない人を含め全ての人に独立した所得を与える
（E） 構成で結束力のある社会を作り出す
本稿では、特に（A）（B）（C）（D）の点に注目しつつ、論じたい。特に、山森（2009）では、発展途上国におけるベーシック・インカムについては、第6章の「ベーシック・インカムと＜南＞」という節において、南アフリカ、ブラジル、ナミビアのベーシック・インカムについてごく簡単に触れられているのみであるから、世界の貧困問題という視点で議論することにも意義があるだろう。
2．伝統的貧困ターゲッティングの問題
政府は、限られた福祉予算を効率的に配分して、貧困を軽減するという問題に直面している。政府の直面する問題は図1のように示される。このような問題は、一言で言えば、貧困層を識別した上で予算を効果的に配分するということであり、「貧困ターゲティング」と呼ばれるものである。
図1　政府の直面する問題
	Minimize{給付} 貧困（貧困人口比率など給付の関数）
Subject to 福祉予算＝給付総額



多くの先進国・途上国において、伝統的な貧困ターゲティングプログラムは中央集権的構造をその特徴としてきた。伝統的な中央集権的公共サービスには、大きく分けると二つの「ターゲティングの失敗の問題」といわれるものがある第一には、政府は必ずしも貧困層を正確に識別することができないという問題である。このことは、真の貧困層が補助を得られないという「エクスクルージョンのエラー」、貧困層でない層が補助を得てしまうという「インクルージョンのエラー」の二つとして考えることができる。言い換えれば、この問題は逆選択を引き起こしうる貧困プログラム受給者のスクリーニング問題でもある。政府の直面する問題は、これら二つのエラーを最小にするような給付のデザインにあるということになる。
第二の問題は、たとえターゲティング自体が正確に行われたとしても、補助受給者のインセンティブを事後的に歪める問題も生じうる可能性があり、そしてその歪みが貧困削減サービス供給コストの増加につながると考えられる。このような問題はモニタリングまたはモラルハザードの問題である。
2.1　スクリーニング問題と逆選択
　
伝統的な貧困ターゲティングの手法は各個人、各家計別の評価に基づいているため、対象者を決定するための情報収集が不可欠となる (Conning and Kevane 2002)。その典型的な例として、潜在的なプログラム対象者に質問表を用い、それをもとにして対象者を決定する資力調査に基づいたターゲティングプログラム（means-tested targeting programs）がある(表1)。
表1

貧困ターゲティングプログラムの分類
	ターゲティングの手法

	従来の直接的なターゲティング
	コミュニティによるターゲティング

	
	
	

	個人評価
	質問表による資力調査
	地域の評価に基づいたインフォーマルな所得調査

	カテゴリー、地理的要因別
	地理的、または社会的特徴(民族性、年齢、性別、家族構成)に基づいた｢タグ｣の作成
	地域レベルで決定された基準

	自己選抜
	非金銭的コスト(労働、健康診断、子供の学校教育)を伴った現物、現金の支給
	コミュニティグループへの競争的、または条件付き利潤(例：連帯責任貸付)

	サービス提供者へのインセンティブ

	政府による均一的な契約(固定給)
	コミュニティ内の近隣監視による業務パフォーマンスに基づいた雇用契約


出典）Grosh (1994)、Conning and Kevane (2002) および著者の追加に基づいて作成
しかしながら中央政府と潜在的なサービス対象者との間には情報の非対称性が存在する。政府は貧困層などの対象グループを正確に識別することが困難である。加えて、潜在的な受給者が資力調査と補助金給付との関連に気付いてしまうと、それらの人々は給付を得るために実際の経済状況よりもむしろ彼らに起こった不運ばかりを強調して述べるインセンティブが発生する。このことは、資力調査ターゲティングを不正確なものにしてしまう。さらに、消費の限界効用が高い「真の貧困家計」は、比較的に豊かな家計と比べて、その不運を強調するという行動の機会費用が高くなる可能性があるため、逆選択の問題を引き起こしうる。裕福な家計は貧困層のふりをして不運を述べるという機会費用が低いため、時間やリソースをかけて給付を受けようとする問題がある。
　事実、ラテンアメリカにおける30の開発プログラムを対象としたGrosh(1994)の調査を例に挙げると、プログラムによって得られる恩恵の20%から40%は所得上位60%の家計に分配され、さらにプログラムにおける支出の5%から15%はプログラム運営費用に使われている。
2.2　モニタリングの問題とモラルハザード
　たとえ政府がプログラムの対象者を適切に認識できたとしても、援助や補助金の対象者が事後的に不適切な行動を取る可能性がある。これを、貧困ターゲティングにおけるモラルハザード問題と呼ぶことができる。
ある貧困削減プログラムにおいて資力調査が行われ、所得が貧困ライン以下である家計のみにサービスが提供される場合、援助の対象者となるために労働所得を意図的に減少させる可能性がある。つまり、援助の受取りは家計の労働インセンティブに対して負の効果を与える(Grosh 1994)。スリランカにおける資力調査ターゲティングによる米の援助プラグラムが労働供給量に与えた効果を分析したSahn and Alderman (1995)は、プログラムによって労働供給量が約10％低下しているということを見出している。
所得に関する基礎情報が不足しており、さらに資力調査ターゲティングによるモラルハザードが存在するため、先進国や途上国における福祉の受給資格は、しばしば雇用状況や年齢、性別、扶養家族の数、地域性、そして民族性など、個人や家計の特徴によって決定される傾向がある。これらは「アカロフの札貼り（tagging）」と呼ばれるものである(表1)。たとえば子供を持った独身女性や不利な条件に置かれた民族、障害者、そして高齢者など、脆弱であることが確認可能なグループは、札貼りによるターゲティングプログラムのもとでは援助対象者となる。
しかし、札貼りによるターゲティングであってもモラルハザードの問題が全て解決されるわけではない。資力調査ターゲティングと比較すると改善されているものの、札貼りによるターゲティングであっても人々が援助対象者として認識されるようにその特徴を変えようとするインセンティブが残る。例えば、アメリカ合衆国のAid to Family with Dependent Children (AFDC)プログラムのケースでは、一部の家計はターゲットの対象者になるために意図的な別居を選択したと言われている(Akerlof 1975)。また、Dreze and Sen (1989)によると、食糧援助額が子供の栄養摂取の程度によって決定される場合、計測前の子供に充分な栄養を与えないインセンティブが母親に生じる。さらにこういったモラルハザードの問題は、援助金への永続的な依存をも引き起こす。
3.　スクリーニング問題の解決策
　公共サービスの対象者に関するスクリーニングや逆選択の問題に対する一つの解決策は、補助受給資格の決定基準となる具体的な指標を知らせないことである。これは、Proxy means testと呼ばれるものである。しかしそのような不透明性自体がプログラムの構造としては不適切であるともいえる(Coady, Grosh, and Hoddinott 2002)。そこでより適切なメカニズムとして、ルールに基づいたターゲティング(Rule-Based Targeting: RBT)とコミュニティ主導によるターゲティング(Community-Based Targeting: CBT)とを検討する。
3.1　ルールに基づいたターゲティング(RBT)プログラム
　ルールに基づいたターゲティング(RBT)とは、プログラム参加において要求されるルールを適切に決め、それを裁量なく実施することである。適切なルールのもとでは、公共サービスの受給適格者はサービスに参加し、不適格者は参加しないようなインセンティブを持たせることが可能である。これによりたとえ政府と潜在的な対象者との間に情報の非対称性が存在したとしても、政府はサービスを必要とする人々を識別することが可能になる。そのようなRBTプログラムのタイプとして現物支給、非金銭的なコストを伴った補助金の二つが挙げられる(表1)。
3.1.1　現物支給に基づいたＲＢＴ
　現物支給の例として、稗・粟などの下級財に対する価格補助や、転売が不可能でかつ不適格者にとっては価値のほとんどない財による現物支給があげられる。たとえば立証不可能な災害被災に対する補償として犠牲者が「現金」を受け取る場合、非適格者もそのプログラムに参加するインセンティブを持つであろう。一方、災害への保証プログラムとして、「被災による心的ストレスに対するカウンセリング」という現物を提供する場合、真の受給適格者である被災者のみが参加を希望するであろう。つまり、適切なプログラムデザインのもとではプログラムのターゲティングを正しく行うことが可能となる(Blackoby and Donaldson 1988)。
3.1.2　条件付きRBT

　RBTのもう一つのタイプは所得移転の条件として、労働、子供の学校への出席、健康診断への参加など、非金銭的なコストを課す手法である。このような｢条件付き｣RBTプログラムの実際例が幾つかある。まず最も重要な例は、補助受給者が公共事業などで働くことを条件として賃金を供給するというワークフェアである。ワークフェアでは、賃金の水準が最低賃金程度に設定されるため、富裕層は合理的な判断から参加せず、真の受給対象者のみが参加する。つまり、自己選抜機能を備えている。この自己選抜機能によってワークフェアはスクリーニング問題を解決するのである(Besley and Coate 1992)。インドで行われている代表的なワークフェアプログラムであるMaharashtra州の雇用保証スキーム（Employment Guarantee Schemes: EGS）では、プログラム参加者のうち90％が明らかに貧困ラインを下回る所得しか得ていない(Dandekar and Sathe 1980)。これは条件付きRBTのもとではスクリーニングの問題が深刻となっていないことを示している。
　条件付きRBTの別の例として、メキシコにおけるPROGRESAプログラムが挙げられる。このプログラムは、子供が学校に定期的に出席することを条件に、現金を支給するものである。プログラムの適格者の選定は二段階で行われる。第一に様々な貧困指標を用いることにより貧困地域を選定する。そして第二にそれらの識別された地域において、受給対象家計を選抜するための資力調査を行う。Skoufias, Davis and Vega (2001)はPROGRESAのような選定方式が貧困家計や地域を識別する上で効果的であることを示した。またBehrman, Sengupta, and Todd(2001)による実証研究は、PROGRESAプログラムが生徒の途中退学を効果的に減少させ、小学校から中学校への進学や進級を促進させたことを示した。
　また、食糧配給券や食料補助を母子の健康管理に条件付けることにより、予防目的の医療サービスの利用が促されることも明らかになっている。たとえばホンジュラスにおける食糧配給プログラムでは、5歳以下の子供や妊婦、授乳期の女性が公共の医療機関で定期的に予防診断を受けることにより、食糧配給券を受け取ることが出来る(Grosh 1994)。
　これらのRBTプログラムが持つ重要な機能は、参加者の自己選抜であり、本当にサービスを必要としている適格者のみが参加することである。これによって適格者のスクリーニングや逆選択の問題が回避されているのである。さらにこれらのプログラムは、一時的な所得の低下に直面した家計に対する一種の所得保険としても機能しうる。ただ注意すべきなのは、高齢者や障害者など、脆弱でありながら条件付きRBTに参加することが出来ない人々も存在することである。このような脆弱者のためには、札貼りによるターゲティングのような補完的プログラムを実施することも必要不可欠であろう。
3.2　コミュニティ主導によるターゲティング(CBT)プログラム
　伝統的なミクロ開発プログラムに対する第２の代替策として、コミュニティの情報を利用したコミュニティ主導によるターゲティング(CBT)が挙げられる(表1)。近年、貧困ターゲッティングプログラムの実施権限を中央政府から地方行政やコミュニティに委譲する傾向が見られる(Bardhan 2002; Conning and Kevane 2002; Rai 2002; Stiglitz 1999; World Bank 2003)。このような地方分権化により、不完全情報によって生じるさまざまな問題を解決すること、貧困者の声が政策決定により一層生かされること、そして提供される公共サービスの質が高まり、それがより効果的になるようなインセンティブを生み出すことが期待される。
CBTはサービスの中身、サービス受給者の識別、および供給方法に関する権限、責任を各コミュニティに譲渡するものである(Bardhan and Mookherjee 2003)。コミュニティは、例えば都市の近隣住民や同じ村の人々の詳細な貧困状態に関して、政府の地域開発担当者といった部外者が得ることが出来ない情報を持っている。そして、中央政府と比べて多くの情報を持っているコミュニティを活用することにより、貧困ターゲティングプログラムの分権化は、対象者の正確な情報を得るためのコストを削減する。さらに、家計は自らが置かれている社会経済状況を隠蔽することが困難となり、そのインセンティブが削がれる。より根源的には、貧困を定義する指標がコミュニティによって異なりうるため、この点においてもCBTプログラムはプログラム全体の効率を改善し得る（Alderman 2001)。
　CBTは、現実の貧困削減プログラムにおいて支給対象者を決定する際にしばしば用いられている(Conning and Kevane 2002)。例えばバングラデシュのFood-for-Education(FFE)プログラムは、貧困家計の子供に充分な教育を与えることを目的とするものであり、2段階のターゲティングによって構成されている。まず第1段階として対象地域を決定し、第2段階としてそれぞれの対象地域の中から対象者を決定する。第2段階では、教師や生徒の両親、教育の専門家、そして学校の援助者によって構成された運営委員会によって対象家計を選定する。その結果、プログラムの参加者は主に貧困層の家計から選ばれている(Galasso and Ravallion 2001)。これによりスクリーニングの問題は解消されることになる。FFEプログラムは対象となる家計の児童の学校出席率が85％以上であることを条件に配給を得るという点でRBTでもある。つまり、運営委員会は、毎週の出席状況をもとに食料の支給を決定するのである
。
　より一般的なCBTプログラムでは、村の全家計の名前が書かれたカードを用意し、村のメンバーが各家計の資産に関する知識をもとに貧困度に応じてカードを並び替えるといった手法をとる。このような資産ベースの手法は、NGOが食料、教育、マイクロクレジットなどのサービス対象者を決定する際に幅広く用いられている(Chambers 1994)。日本においても、厚生労働省は福祉サービスを受けるための承認手続きの一部、監査の権限の一部を民生委員と呼ばれるコミュニティに居住する民間の委員に委任している。

4.　ベーシック・インカムの利点
　以上のような、さまざまな貧困ターゲッティングの仕組みから見た場合、ベーシック・インカムの利点は何であろうか？
第一に、スクリーニングの問題について言えば、RBTやCBTのターゲッティングは「インクルージョンエラー」と「エクスクルージョンエラー」を最小化しようとする仕組みと捉えることができる。しかしながら、いずれのターゲティングも二つのエラーを同時に最小化することは難しく、高々不完全な最小化を達成するにしか過ぎない。他方、ベーシック・インカムは、異なる発想に立つ。それは、「すべての個人に無条件で最低所得を給付」することにより、「制度上エクスクルージョンエラーを完全にゼロにする仕組み」であるということができる。
また、ベーシック・インカムの仕組みでは、逆選抜の問題も生じない。なぜなら、政府と受給者との間には情報の非対称性が存在するものの、政府は全ての個人に給付を行うため、全ての貧困層が給付を受けることができるからである。したがって、スクリーニングの問題を軽減するために用いられるRBTやCBTを設計・運営するような取引費用は制度上ゼロとなり、まさに簡素化によってプログラム運営コストが削減される。
　第二に、モラルハザードの問題については、どうであろうか。ベーシック・インカムは、それ自体は定額の所得補助という性格を持っているため、個人の労働供給行動には「歪み」を与えない。もちろん、個人は「余暇から得られる（限界）便益」と余暇を楽しむことで失ってしまう費用（機会費用）である「賃金」とを均等にするように余暇を選択し、その裏側で労働供給を決定する。所得が上昇すれば、余暇をより楽しもうとするのが普通であるとすれば、ベーシック・インカムという一律の所得給付は、余暇を増やし、労働を減らすことになろう。ただし、この効果はそれほど大きなものとならないかもしれない。
5.　ベーシック・インカムの問題点
　ここでは、ベーシック・インカムの問題について2つの点を議論したい。第一は、山森（2009）の第5章で議論されている、財源確保と労働インセンティブの問題である。第二の問題は、最低所得支給ではなく、医療や教育などのサービスの一律の現物支給の場合に生じうる、サービス供給者のモラルハザードの問題である。
5.1　財源確保と労働インセンティブ
　第一の財源確保と労働インセンティブの問題である。ベーシック・インカムは最低所得の一律給付であるから、「一人当たり給付×人口規模」の財源が必要とされる。たとえば、一ヶ月8万円の給付であれば、日本で言えば1億2770万人×8万円＝10兆2160億円が必要とされる。年間では、120兆円もの財源を確保しなければならない。平成20年度日本の一般会計歳出・歳入総額は83兆円であるから、120兆円のベーシック・インカム予算は非現実的な規模と言わざるを得ない。小沢(2002)の試算では、ベーシック・インカム以外の所得に対して一律50％の所得税賦課することでベーシック・インカムが実現可能であると論じている。しかし、50％の所得税ということは、追加的労働から得た所得の半分が課税されるということであり、労働へのディスインセンティブ効果はきわめて大きいはずである。ひとつの試算として、「労働供給の賃金弾力性」を用いて、この労働ディスインセンティブ効果を推計してみよう。「労働供給の賃金弾力性」は、賃金が1％変化した場合に、労働供給が何％変化するかを示すパラメータである。従って、50％の所得税によって所得が50％低下し、労働供給が何％変化するかは、

「労働供給の賃金弾力性」×(－50％)
で計算できることになる。黒田・山本(2007)によれば、日本における弾力性推計値は0.132－0.292である。従って、労働供給の変化率は、－5％～－14.6％である。つまり、労働時間は5％から14.6％の幅で低下する可能性がある。OECD　Factbook によれば、2006年の日本の平均的な年労働時間は1784時間であるので、年間で89.2～260時間の労働時間が減少する。以上のように、ベーシック・インカムの実現可能性と深刻な労働ディスインセンティブ効果は不可分であるといえよう。
　目を世界に向けた場合にも同様の非現実性が浮かび上がる。1990年代後半の国際開発における「貧困削減」の潮流は、2000年9月の国連ミレニアムサミットにおいて国連加盟国の支持を得て採択されたミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）として数値目標化された国際的な公約となった。MDGsの第1目標、「極度の貧困と飢餓の撲滅」とそれに関わるターゲット1である、「1日1人1ドル以下の貧困人口比率を1990年から2015年までに半減すること」を考えてみる。1990年現在、1人1日1ドル以下の生活水準にある世界の総貧困人口は約12億1650万人である。もし、純粋な所得トランスファーのみによって貧困人口比率を確実に半減するとすれば、必要条件として、年間約6億9250万ドル×365日=2527億6250万ドルものトランスファーが必要となる。国際連合は、援助目標としてG7諸国がGDPの0.7%の政府開発援助を拠出すべきとしているが、もしこの目標額が達成されたとした場合でも、G7諸国が発展途上国に対して供与する政府開発援助の額は年間1420億ドルである[Besley and Burgess (2003), p.19]。現実の2国間ODAの総額は2000年の推定値で495億ドルにしか過ぎず、国際機関を通じて拠出される開発援助や公的援助（OA）を加えた公的開発金融の総額で見ても2000年時点で655億ドルにしか過ぎない。従って、政府開発援助による直接的所得トランスファーを通じてターゲット1を達成することは現実的ではないといえる。次に途上国国内における所得再配分政策を通じて貧困削減がなされる可能性について考えてみよう。Besley and Burgess (2003)は、クロスカントリーのデータを用い、所得分配の指標である世界各国それぞれの「所得の国内クロスセクションでの標準偏差」が0.76から0.52まで低下したとすると、貧困人口比率は67％削減されるとしている。従って、十分な所得再配分政策が行われるとすれば、確かにターゲット1が達成され得ることになる。このような所得再配分政策はどの程度の現実性があるのであろうか？
ここで、財閥解体や土地改革などの大規模な制度変化と、物的資産の破壊やハイパーインフレーションなどの外生的なショックによって所得分配が大幅に平等化した日本の第二次世界大戦前後のケースをベンチマークとして、Besley and Burgess (2003)の試算の現実妥当性を評価してみることにしよう。表2に掲げられているように、日本のジニ係数については様々な推計がある。ここで、日本の個人所得yの分布が対数正規分布に従っており、ln y(N((, (2),であるとしよう。この場合、((() を標準正規分布の累積分布関数として、従って、以下の式を用いてジニ係数から所得の標準偏差を逆算することができる：
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この式を用いて所得の標準偏差を求めた結果が表2に掲げられている。この表によれば、日本の所得標準偏差は戦前と戦後で0,88-1.3から0.54-0.69まで低下したことになる。Besley and Burgess (2003)の試算では世界全体のサンプルにおいて国別所得標準偏差の平均が0.76から0.52まで低下することを想定しているが、日本のケースほどではないにしろ、資産の再配分を伴う極めて大規模な再配分政策を行わなければ達成できないものであるといって良いであろう。
いかなる課税方法を用いるにしろ、このような再配分政策の遂行においては、政治的制約が先鋭化することは避けられないであろう[Besley and Burgess (2003)]。
表2
日本における戦前と大戦直後の所得分配
	ジニ係数を推計した研究

	年
	ジニ係数
	標準偏差

	南(2000) 
	1937
	0.57
	1.116 

	Otsuki and Takamatsu (1978)
	1940
	0.641
	1.297 

	Ono and Watanabe (1976)
	1940
	0.467
	0.882 

	
	
	
	

	溝口(1974)
	1954
	0.296
	0.537 

	Wada(1975)　
	1956
	0.313
	0.570 

	寺崎・溝口(1995)


	1962
	0.376
	0.693 


以上のように、貧困層のみをターゲットにした場合でも直接所得補助は非現実的である。ターゲットを拡大して全ての個人に一律の所得補助を行うということはさらに困難であるといわざるを得ない。
5.2　公共サービス提供者のモラルハザード
最低所得支給ではなく、医療や教育、介護・保育・住居などのサービスの一律の現物無償支給の場合には、教師や医者など、現地でのサービス提供者の行動にもモラルハザードが生じうる。ベーシック・インカム制度の下で、教師や医者が中央政府によって雇用され、価格メカニズムを通じてサービス供給の量や質をコントロールできないことになる。このような場合、彼らは地域のサービス受給者ではなく、中央政府に対する説明責任を果たそうとし、学校やコミュニティのニーズと衝突する可能性がある。そして、教師や医者の給与は業績と関連しないため、彼らの労働インセンティブは弱くなる傾向がある。実際、多くの途上国で公務員であり固定給を受け取る教師の無断欠勤や遅刻が顕著に現れている(Lockheed et al. 1991, p.101)。そのような欠勤の問題は、農村地域の医療関係者に対しても共通して見られる問題である(Bardhan 2002, p.200; Hammer and Jack 2002)。教師が不在のもとで生徒の学習が不可能であることは明らかであり、医療関係者がいなければ適切な医療介護を期待することは出来ない。したがって、社会に対して長期的な損害をもたらす恐れがある。
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＜英語文献リストは割愛＞
� Ravallion and Wodon (2000)はFFEプログラムが、条件付きRBTによってサービス対象者のモラルハザードを解消し、学校参加を増加させていることを示した。


�　CBTメカニズムはバングラデシュのグラミン銀行など、連帯責任貸付プログラムの中にも見られる。グラミン銀行の連帯責任契約は、プログラム参加者に対して返済義務を相互に連帯保証する5人組のグループを作らせるものである(Morduch 1999)。コミュニティ内では人々は互いの特性を詳しく知ることが出来るため、リスクの高い家計のタイプとリスクが低い家計のタイプを識別することが可能になる。つまり、コミュニティ内では情報の非対称性が解消される。連帯責任制度のもとでは、リスクの高いタイプと安全なタイプがグループを形成することがお互いにとって有益となることはなく、誰もが自分に類似したタイプとグループを構成する。リスクの高い家計は他のリスクの高いメンバーとグループを組むことしか出来ないため、安全なメンバーとグループを構成することが出来る安全な家計よりもプログラム参加の期待収益率が低下する。なぜなら、リスクの高いグループでは、高リスクの他のグループメンバーに代わって返済をしなければならなくなる可能性が高いからである。その結果、均衡においてはリスクの高いタイプを市場から排除することが可能になる。このようなCBTプログラムはコミュニティに内在するスクリーニングメカニズムの利用を通じて、逆選択問題による伝統的な市場の失敗を解消できるのである (Ghatak 1999; 2000)。





� Besley and Burgess (2003)は、サブサハラアフリカのケースについて、所得標準偏差が0.86から0.64に低下すると貧困人口比率が62%低下しうるという結果を得ているが、これは日本のケースに近いといえるかもしれない。
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